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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期

第１四半期累計期間
第74期

第１四半期累計期間
第73期

会計期間
自 令和４年４月１日
至 令和４年６月30日

自 令和５年４月１日
至 令和５年６月30日

自 令和４年４月１日
至 令和５年３月31日

売上高 (千円) 2,999,931 2,837,958 13,301,801

経常損失（△） (千円) △1,196,514 △290,113 △2,064,358

四半期純利益
又は四半期（当期）純損失（△）

(千円) △1,183,684 15,889 △2,880,902

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) 8,387 － 24,071

資本金 (千円) 840,687 840,687 840,687

発行済株式総数 (株) 650,000 650,000 650,000

純資産額 (千円) △968,846 △2,657,308 △2,638,814

総資産額 (千円) 7,336,982 4,940,802 7,415,354

１株当たり四半期純利益
又は四半期（当期）純損失（△）

(円) △1,876.91 25.20 △4,568.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) △13.2 △53.8 △35.6
 

(注) １．第74期第１四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資利益については、重要性の乏しい非連結子会社の

みのため、記載しておりません。

    ２. 第73期第１四半期累計期間及び第73期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当

たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第74期第１四半期

累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度における主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る以下の主要なリスクが発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

継続企業の前提に関する重要事象等

当社は、当社ビジネス統括本部内線統括部の太陽光発電所建設工事の工事コストの大幅な増加などにより、前事

業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上致しました。また、同案件のコスト増の影響に

より、当第１四半期累計期間においても営業損失279,381千円、経常損失290,113千円、損害賠償損失引当金戻入に

よる特別利益の計上により四半期純利益は15,889千円となりましたが、2,657,308千円の債務超過となりました。こ

のため、当社の資金繰り計画に重要な影響があることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況が存在していると認められます。

このような状況により、当社は、継続企業の前提に重要な事象又は状況が存在しているものと認識しておりま

す。

当社は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表　注記事項（継続企業の前提に関する事項）」に記載の対応

策を実行することで、当該状況を解消し、収益力の改善、長期資金の確保及び財政状態の改善に努めてまいりま

す。

 
上場廃止に関するリスク

当社は、令和５年６月29日に提出した令和５年３月期有価証券報告書において債務超過となったことから、株券

上場廃止基準第２条第１項第５号の規定に基づき、上場廃止に係る猶予期間入り銘柄となりました。そのため、令

和６年３月31日までの猶予期間内に債務超過の状態が解消できなかった場合は、当社株式は上場廃止となります。

当社は、令和５年６月30日に公表いたしました「債務超過解消に向けた計画について」に記載のとおり、中長期

経営計画に基づいた施策を確実かつ迅速に推進し、収益改善を図るとともに、財務状態の安定化に向けあらゆる手

段を検討し債務超過の解消に努めてまいります。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間における北海道経済は、今年５月に行われた新型コロナウイルス感染症の５類への見直

しなどにより、経済活動の正常化に向けた動きがみられ、個人消費や設備投資など緩やかに持ち直す傾向にあり

ますが、ウクライナ情勢の長期化などの影響により原材料・エネルギー価格の高騰などの影響が続いており、建

設コストの増加など依然として不透明感が強く、今後の経済活動を注視していく必要が生じております。

このような環境のもと、当第１四半期累計期間の売上高は2,837,958千円で、設備機器物件などの売上高は増

加したものの、太陽光案件等の売上高の減少により、前年同期に比較して161,973千円の減収となりました。　

しかしながら、損益につきましては、売上高は減少したものの、太陽光案件において材料や外注費などの費用

が減少したことから、経常損失は290,113千円(前年同期は1,196,514千円の経常損失)、損害賠償損失引当金戻入

による特別利益の計上などにより、四半期純利益は15,889千円(前年同期は1,183,684千円の四半期純損失)とな

りました。　

 
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① <屋内配線工事>

太陽光案件等の売上高の減少により、当第１四半期累計期間の売上高は1,427,932千円となり、前年同期比

336,865千円(19.1％)の減収となりました。　
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② <電力関連工事>

送電工事、地中線工事及び発変電工事の増加により、当第１四半期累計期間の売上高は832,060千円とな

り、前年同期比1,925千円(0.2％)の増収となりました。　

 
③ <ＦＡ住宅環境設備機器>

設備機器メーカ納期遅延の影響により、当第１四半期累計期間の売上高は224,849千円となり、前年同期比

37,271千円(19.9％)の増収となりました。　

 
④ <産業設備機器>

設備機器物件の増加により、当第１四半期累計期間の売上高は353,115千円となり、前年同期比135,695千円

(62.4％)の増収となりました。

 
(2) 財政状態に関する説明

（資産）

当四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末比2,474,552千円（33.4％）減少の4,940,802千円とな

りました。

流動資産は、前事業年度末比2,279,584千円（36.4％）減少の3,975,493千円となりました。　

これは主に受取手形・完成工事未収入金等が1,389,339千円及び現金預金が834,044千円減少したこと等によ

るものです。　

固定資産合計は、前事業年度末比194,968千円（16.8％）減少の965,308千円となりました。

これは主に投資有価証券が184,563千円減少したこと等によるものです。

 
（負債）

負債合計は、前事業年度末比2,456,058千円（24.4％）減少の7,598,110千円となりました。

これは主に短期借入金が1,400,000千円及び支払手形及び買掛金が368,374千円、損害賠償損失引当金が

337,537千円、未成工事受入金が281,158千円並びに工事損失引当金が174,551千円減少したこと等によるもので

す。

 
（純資産）

純資産合計は、前事業年度末比18,493千円減少の△2,657,308千円となりました。

この結果、自己資本比率は△53.8％となりました。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更はありませ

ん。

 
(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び課題について重要な変更はありませ

ん。

 
(6) 研究開発活動

記載すべき事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,280,000

計 2,280,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(令和５年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(令和５年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 650,000 650,000 札幌証券取引所
単元株式数は100株でありま
す。

計 650,000 650,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

令和５年４月１日～
令和５年６月30日

― 650,000 ― 840,687 ― 687,087
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(令和５年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

令和５年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 19,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 627,300 6,273 ―

単元未満株式 普通株式 3,400 ― ―

発行済株式総数 650,000 ― ―

総株主の議決権 ― 6,273 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

令和５年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社　北弘電社

札幌市中央区
北11条西23丁目2-10

19,300 － 19,300 2.97

計 ― 19,300 － 19,300 2.97
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(令和５年４月１日から令和５年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(令和５年４月１日から令和５年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、監査法人銀河により四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

前事業年度においては、子会社は存在しましたが、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和51年大蔵省第28号）第５条第１項により支配が一時的であるため、連結の範囲に含めておらず、かつ、当社は当該

子会社の他に子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。また、当事業年度においては、

子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和５年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和５年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 1,465,617 631,573

  受取手形・完成工事未収入金等 ※  4,289,671 ※  2,900,331

  商品 121,327 149,909

  未成工事支出金 49,956 103,493

  その他 398,887 279,166

  貸倒引当金 △70,383 △88,980

  流動資産合計 6,255,078 3,975,493

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 412,515 408,338

   その他（純額） 389,916 386,030

   有形固定資産合計 802,431 794,368

  無形固定資産 52,096 46,343

  投資その他の資産   

   投資有価証券 246,089 61,525

   破産更生債権等 466,864 466,864

   その他 45,108 48,520

   貸倒引当金 △452,314 △452,314

   投資その他の資産合計 305,748 124,596

  固定資産合計 1,160,276 965,308

 資産合計 7,415,354 4,940,802

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,411,791 1,043,416

  工事未払金 523,619 605,767

  短期借入金 5,100,000 3,700,000

  未払金 1,047,517 1,066,536

  未払法人税等 11,855 3,923

  未成工事受入金 401,115 119,957

  賞与引当金 92,073 69,812

  工事損失引当金 343,065 168,514

  工事補償損失引当金 34,453 33,655

  損害賠償損失引当金 337,537 -

  その他 81,867 126,224

  流動負債合計 9,384,896 6,937,807

 固定負債   

  退職給付引当金 583,726 594,062

  役員退職慰労引当金 14,800 16,600

  その他 70,747 49,640

  固定負債合計 669,273 660,302

 負債合計 10,054,169 7,598,110
 

 

EDINET提出書類

株式会社北弘電社(E00306)

四半期報告書

 8/19



 

           (単位：千円)

          
前事業年度

(令和５年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和５年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 840,687 840,687

  資本剰余金 687,108 687,108

  利益剰余金 △4,192,781 △4,176,891

  自己株式 △30,136 △30,136

  株主資本合計 △2,695,122 △2,679,232

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 56,307 21,923

  評価・換算差額等合計 56,307 21,923

 純資産合計 △2,638,814 △2,657,308

負債純資産合計 7,415,354 4,940,802
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 令和４年４月１日
　至 令和４年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和５年４月１日
　至 令和５年６月30日)

売上高   

 完成工事高 2,594,933 2,259,993

 商品売上高 404,998 577,965

 売上高合計 2,999,931 2,837,958

売上原価   

 完成工事原価 3,522,153 2,312,440

 商品売上原価 347,687 514,189

 売上原価合計 3,869,840 2,826,629

売上総利益   

 完成工事総損失（△） △927,219 △52,447

 商品売上総利益 57,310 63,775

 売上総利益又は売上総損失（△） △869,909 11,328

販売費及び一般管理費 323,996 290,709

営業損失（△） △1,193,905 △279,381

営業外収益   

 受取利息 295 5

 受取配当金 14,289 3,816

 為替差益 - 6,034

 その他 1,530 2,980

 営業外収益合計 16,115 12,836

営業外費用   

 支払利息 18,723 23,518

 その他 - 50

 営業外費用合計 18,723 23,568

経常損失（△） △1,196,514 △290,113

特別利益   

 固定資産売却益 21,100 4,201

 投資有価証券売却益 - 73,835

 損害賠償損失引当金戻入額 - ※２  229,970

 特別利益合計 21,100 308,007

特別損失   

 過年度決算訂正関連費用 ※１  6,000 -

 特別損失合計 6,000 -

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △1,181,414 17,893

法人税等 2,269 2,004

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,183,684 15,889
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当社は、当社ビジネス統括本部内線統括部の太陽光発電所建設工事の工事コストの大幅な増加などにより、前

事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失を計上致しました。また、同案件のコスト増の影

響により、当第１四半期累計期間においても営業損失279,381千円、経常損失290,113千円、損害賠償損失引当金

戻入による特別利益の計上により四半期純利益は15,889千円となりましたが、2,657,308千円の債務超過となりま

した。このため、当社の資金繰り計画に重要な影響があることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在していると認められます。

当社は、当該状況を解消すべく、以下の対応策を実行し収益力の改善、長期資金の確保及び財政状態の改善に

努めてまいる所存であります。

 

　（1）収益力の改善

当社の損失計上の原因は、特定の太陽光発電所建設工事に関わる案件の工事コストの増加であり、当該案件

を除く他案件の収益性は引き続き維持していることから、当該案件のコスト増を抑制しつつ他案件で確実に利

益を確保することにより業績の回復を図ります。加えて、顧客・株主を含めた関係者・取引先との連携を深

め、そこから創出される新たな売上の拡大と利益の上積みによって更なる改善に向けて既存事業の強化を図

り、営業利益率５％台の確保と再生可能エネルギー事業の拡大と新たな営業地域の拡大を目指してまいりま

す。

 

　（2）長期資金の確保及び財政状態の改善

取引金融機関に対し適時に当社の経営状況及び財政状態を報告し、ご理解を得ることによって良好な関係を

維持し、資金調達による長期資金の確保に引き続き努めてまいります。また、財政状態の改善を企図して、連

携強化を前提とした顧客・株主を含めた関係者との資本関係の増強、資金繰りへの協力、事業連携等の可能性

を検討していくこととしており、関係者に支援の要請を申し入れる等、協議を進めてまいります。

 
しかしながら、上記対応策は実施途上であり、関係者との合意が得られておらず取引金融機関の融資の判断

も確定していないため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表に反映しておりません。
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(四半期貸借対照表関係)
　
※　手形裏書譲渡高

 

  
前事業年度

(令和５年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和５年６月30日)

 受取手形裏書譲渡高 92,027千円 128,474千円
 

 

(四半期損益計算書関係)
　
　※１　過年度決算訂正関連費用

前第１四半期累計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年６月30日）

当社は、前事業年度において、当社ビジネス統括本部内線統括部の太陽光発電所建設工事に関わる案件の過去

の会計処理の誤りの可能性について、特別調査委員会を設置し、同委員会の調査結果により判明した事実を反映

して過年度の決算の訂正を行い、令和３年10月27日に有価証券報告書の訂正報告書を北海道財務局長に提出いた

しました。

当該訂正に関して、証券取引等監視委員会から内閣総理大臣及び金融庁長官に対して、金融庁設置法第20条第

１項の規定に基づき課徴金納付命令を発出するよう勧告が行われ、当社に対する6,000千円の課徴金納付命令決定

がなされたため、当該費用を過年度決算訂正関連費用として計上しております。

 
当第１四半期累計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年６月30日）

該当事項はありません。

 
　※２　損害賠償損失引当金戻入額

前第１四半期累計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年６月30日）

該当事項はありません。

 
当第１四半期累計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年６月30日）

太陽光発電所建設工事の遅延に伴う発注者様への賠償発生見込額を見積り計上しておりました引当金の一部に

ついて、発注者様と合意が成立したことに伴い、確定額との差額を戻し入れたものであります。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

  
前第１四半期累計期間
(自　令和４年４月１日
至　令和４年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　令和５年４月１日
至　令和５年６月30日)

 減価償却費 17,004千円 13,766千円
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(株主資本等関係)
　
前第１四半期累計期間(自 令和４年４月１日 至 令和４年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 令和５年４月１日 至 令和５年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)
　
　

 
前事業年度

(令和５年３月31日)
当第１四半期会計期間
(令和５年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 －千円 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 －千円 －千円
 

 

 
前第１四半期累計期間
(自 令和４年４月１日
至 令和４年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和５年４月１日
至 令和５年６月30日)

持分法を適用した場合の投資利益の金額 8,387千円 －千円
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(セグメント情報等)
　
【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 令和４年４月１日 至 令和４年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計
屋内配線
工事

電力関連
工事

ＦＡ住宅
環境設備
機器

産業設備
機器

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,764,797 830,135 187,578 217,419 2,999,931 － 2,999,931

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ 73,751 6,057 18,781 98,590 △98,590 －

計 1,764,797 903,886 193,636 236,201 3,098,522 △98,590 2,999,931

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

△1,049,666 122,446 45,711 11,599 △869,909 － △869,909
 

(注) セグメント利益又はセグメント損失(△)の合計額は、四半期損益計算書の売上総損失と一致しております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 令和５年４月１日 至 令和５年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額 合計
屋内配線
工事

電力関連
工事

ＦＡ住宅
環境設備
機器

産業設備
機器

計

売上高        

  外部顧客への売上高 1,427,932 832,060 224,849 353,115 2,837,958 － 2,837,958

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － 9,446 13,145 22,592 △22,592 －

計 1,427,932 832,060 234,296 366,261 2,860,550 △22,592 2,837,958

セグメント利益
又はセグメント損失(△)

△184,357 131,909 53,835 9,940 11,328 － 11,328
 

(注) セグメント利益又はセグメント損失(△)の合計額は、四半期損益計算書の売上総利益と一致しております。
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(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
  前第１四半期累計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年６月30日）

 （単位：千円）

 

報告セグメント

屋内配線工事 電力関連工事
ＦＡ住宅環境設備

機器
産業設備機器 計

官民別      

官公庁 228,790 384 876 － 230,051

民間 1,536,007 829,751 186,702 217,419 2,769,880

計 1,764,797 830,135 187,578 217,419 2,999,931

収益認識の時期      

一時点で移転される財 168,655 69,331 181,064 217,419 636,471

一定期間にわたり移転
されるサービス

1,596,142 760,803 6,514 － 2,363,460

計 1,764,797 830,135 187,578 217,419 2,999,931
 

 

  当第１四半期累計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年６月30日）

 （単位：千円）

 

報告セグメント

屋内配線工事 電力関連工事
ＦＡ住宅環境設備

機器
産業設備機器 計

官民別      

官公庁 92,421 3,539 2,307 － 98,267

民間 1,335,511 828,521 222,542 353,115 2,739,691

計 1,427,932 832,060 224,849 353,115 2,837,958

収益認識の時期      

一時点で移転される財 213,013 83,896 216,342 353,115 866,368

一定期間にわたり移転
されるサービス

1,214,918 748,163 8,507 － 1,971,589

計 1,427,932 832,060 224,849 353,115 2,837,958
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(１株当たり情報)
　

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 令和４年４月１日
至 令和４年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和５年４月１日
至 令和５年６月30日)

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失（△）

△1,876円91銭 25円20銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) △1,183,684 15,889

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△1,183,684 15,889

普通株式の期中平均株式数(株) 630,655 630,655
 

（注）前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

訴訟

当社は、岐阜県高山市における太陽光発電所建設プロジェクト（高山ソーラーヒルズ太陽光発電所工事）及び岩

手県奥州市における太陽光発電所建設プロジェクトにおいて、同プロジェクトの土木工事や設計・監理等の業務を

請け負っていた株式会社梅沢技建より、請負経費・報酬金のうち一部に未払いがあるとして、その未払金の一部の

支払いを求める訴訟を令和５年５月１日付で札幌地方裁判所へ提起され、本報告書の提出日現在において係争中で

あります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
令和５年８月９日

 
株式会社北弘電社

取締役会 御中

 
監査法人　銀　河

　北海道事務所
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士 木　下　　　　均  

 

 

業務執行社員  公認会計士 弓　立　　恵　亮  
 

 
 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社北弘電

社の令和５年４月１日から令和６年３月31日までの第74期事業年度の第１四半期会計期間（令和５年４月１日から令和

５年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（令和５年４月１日から令和５年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社北弘電社の令和５年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及

び当期純損失を計上した。また、当第１四半期累計期間においても営業損失279,381千円、経常損失290,113千円を計上

し、特別利益の計上により四半期純利益は15,889千円となったものの、2,657,308千円の債務超過となっている。このた

め、会社の資金繰り計画に重要な影響があることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する

対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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